







































































































































































考えられる 1967 年から 1970 年までを分析期間と
定める。分析期間を 1970 年に区切る理由は，




















を背景に，1953 年から 1955 年にかけて石油化学
工業の事業化を計画する企業が増加した（石油化
学工業協会［14］42-47 頁）。
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チレン，エチレンオキサイド，スチレン委員会は，















　前述の通り 1965 年 1 月の協調懇談会では 10 万
㌧基準が制定されたが，そこでは将来需要の設定
や認可方針，誘導品計画を認可する際に重視する
















1967 年 8 月号，64 頁）。天谷は，誘導品の投資調
整を通じて，30 万㌧計画をコントロールしよう
と考えていたのである。
























































































4.　1967 年から 1970 年までの各誘導品委員
会，協調懇談会分科会を中心とした調
整内容の検討








































フィンは，昭和油化と日本鋼管が 1963 年 5 月に
設立した企業であるが，1972 年 8 月に昭和油化











































































































































































































































































































































































































































































































































































































［5］1968 年 8 月臨時増刊号，45 頁）。1968 年春
ごろになり，中低圧法ポリエチレン委員会は需要
予測を開始した（化学工業日報社［6］1968 年 4
月 6 日）。委員会は 1972 年の需要を 452470㌧，
認可枠から差引き 53000㌧を増設枠とした（化学

















［6］1968 年 10 月 30 日），なかには外国資本を導
入するのではなく，自社技術で生産を行なう予定
の企業も複数あった（化学工業日報社［6］1968
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研究所［6］1969 年 11 月号，5 頁）⑽。この説明
を通産省は了承した。
　同年 9月中旬に，中低圧法ポリエチレン分科会





研究所［6］1969 年 11 月号，6 頁）。また，前年
に議論されていた「チッソ，三菱油化の両社」の
参入も合わせて決定した（化学工業日報社［6］














1970 年 8 月臨時増刊号，63-64 頁）。1970 年春に
なり，中低圧法ポリエチレン委員会は需要予測を
開始し（化学工業日報社［6］1970 年 3 月 26 日），
1974 年の需要を 639000㌧と推定したが，今年度















［6］1970 年 5 月 22 日）。生産企業間や通産省を
交え調整が幾度か行われた（化学工業日報社［6］





















































［5］1967 年 8 月臨時増刊号，46 頁）。スチレ
ン委員会は，同年春ごろより需要予測を開始
し（化学工業日報社［6］1967 年 5 月 2 日），
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究所［5］1968 年 8 月臨時増刊号，30 頁）。1968
年春に需要予測を開始したスチレン委員会は，









































た（化学工業日報社［6］1968 年 8 月 28 日）。8
月の終わりに委員長が通産省にその意向を伝え，
9月のスチレン委員会で正式に決定することとな
った（化学工業日報社［6］1968 年 8 月 31 日，9
月 5日）。









1969 年 8 月臨時増刊号，31 頁）。1969 年春ごろ
になりスチレン委員会は需要予測を推定し，1973
年の需要を 905000㌧とした（化学工業日報社［6］



























［6］1969 年 12 月 25 日）。1970 年 1 月下旬に，懇
談会にて再度意見の交換がなされ，業界は正式に
中部ケミカルの計画を認めることとした（化学工




































あった（化学経済研究所［5］1967 年 8 月臨時増
刊号，47 頁）。　生産企業は，本年春ごろに需要














1967 年 6 月 15 日，6 月 21 日）㉓。しかし，既存
企業間の増設枠の配分については「各社で意見が
対立，調整がつか」ない状況となっていた（化学


















た」（化学工業日報社［6］1967 年 7 月 28 日）㉕。
　8月中旬に開催された両製品の委員会において
も結論が出ないばかりか（化学工業日報社［6］























































































































































































































































































































































































































































































































めであった（化学経済研究所［5］1970 年 8 月臨
時増刊号 33 頁）。1970 年春ごろにエチレンオキ
サイド・エチレングリコール委員会は需要予測の
推定を開始し（化学工業日報社［6］1970 年 3 月








1970 年 5 月 21 日）。この時点で，新規参入を希
望する三菱化成，住友化学の両社は通産省に対し
「積極的な働きかけ」（化学工業日報社［6］1970


































































ととなった（化学工業日報社［6］1970 年 10 月
24 日）。





































































　1967 年 6 月に 30 万㌧基準が制定されて以降，




























が，その後 1966 年 2 月にポリスチレン委員会，1971
























た。1968 年 5 月 7 日の『化学工業日報』［6］には需
要量や適正稼働率，必要能力について記してあるもの
の，本文で引用した 5月 14 日の『化学工業日報』［6］
















年の 1月より，三菱油化は 11 月より自社技術を使用
して生産を開始しているが（化学経済研究所［5］

















































㉒　なお，1967 年 8 月臨時増刊号の『化学経済』［5］






























ている。それは，本文で引用した 1968 年 3 月 30 日の
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